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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 33,430 37,304 35,994 37,231 34,626

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) 688 1,166 826 △132 △54

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △117 1,169 604 △199 △120

純資産額 (百万円) 7,600 9,076 9,660 10,213 9,844

総資産額 (百万円) 29,929 33,027 33,392 35,254 34,167

１株当たり純資産額 (円) 130.58 155.98 166.11 175.70 169.42

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △2.01 20.09 10.40 △3.43 △2.07

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 25.4 27.5 28.9 29.0 28.8

自己資本利益率 (％) ― 14.0 6.5 ― ─

株価収益率 (倍) ― 12.4 25.4 ― ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 526 3,747 126 491 47

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 446 △95 △910 △600 △349

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △917 351 △623 △147 △315

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 3,597 7,554 6,166 5,973 5,373

従業員数 (名) 1,156 1,120 1,119 1,103 1,097



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 30,268 34,208 32,977 33,615 31,249

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) 643 1,005 692 △337 △239

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △796 937 468 △378 △283

資本金 (百万円) 8,791 8,791 8,791 8,791 8,791

発行済株式総数 (株) 58,285,468 58,285,468 58,285,468 58,285,468 58,285,468

純資産額 (百万円) 8,880 10,288 10,706 10,934 10,367

総資産額 (百万円) 30,832 33,859 33,657 35,302 34,093

１株当たり純資産額 (円) 152.57 176.82 184.09 188.10 178.43

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

─

(─)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △13.67 16.11 8.05 △6.50 △4.89

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 28.8 30.4 31.8 31.0 30.4

自己資本利益率 (％) ― 9.8 4.5 ― ─

株価収益率 (倍) ― 15.5 32.8 ― ─

配当性向 (％) ― ― ― ― ─

従業員数 (名) 1,083 1,052 1,043 1,024 1,016



２ 【沿革】 

  

 
  

昭和23年２月 当社の前身は、初代社長斎藤公正が昭和21年９月、東京都大田区において通信機用

小型変圧器、電源機器を主製品として創業した池上通信機材製作所であり、昭和23

年２月、本店を東京都大田区堤方町666に置き、資本金195,000円をもって株式会社

池上通信機材製作所を設立し、この業務を承継したものであります。

昭和24年８月 日本放送協会技術研究所の技術指導を受け、周波数特性自動記録装置及びテレビジ

ョンスタジオ装置用部品並びに測定器類の製造を開始

昭和26年１月 商号を現商号池上通信機株式会社に改称

昭和33年４月 川崎工場を新設し、テレビジョン放送機器及び音声機器の製造を開始

昭和35年９月 水戸工場を新設し、電源装置、測定機器等の製造を開始

昭和36年５月 藤沢工場を新設し、工業用テレビジョン機器及び小型変圧器の製造を開始

昭和36年６月 東京証券取引所店頭市場に株式を公開

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

昭和39年12月 米国法人イケガミ エレクトロニクス インダストリーズ インコーポレーテッド

オブ ニューヨーク(連結子会社)を設立

昭和44年４月 宇都宮工場を新設し、工業用テレビジョン機器等の製造を開始

昭和45年８月 池上工場を新設し、テレビジョンカメラ部門等を川崎工場より移行

昭和50年３月 米国法人イケガミ エレクトロニクス インダストリーズ インコーポレーテッド

オブ ニューヨークの商号を現商号イケガミ エレクトロニクス(ユー．エス．エ

イ．)インコーポレーテッドに改称

昭和51年１月 西ドイツ駐在員事務所を開設

昭和55年12月 西ドイツ法人イケガミ エレクトロニクス(ヨーロッパ)ゲー．エム．ベー．ハー(連

結子会社)を設立し、駐在員事務所を廃止

昭和59年２月 東京証券取引所市場第一部に株式を指定替え上場

平成３年５月 株式会社テクノイケガミを設立

平成４年４月 池上エルダー株式会社を設立

平成５年11月 株式会社アイテムを設立

平成11年10月 藤沢事業所の業務を池上工場に統合

平成12年４月 川崎工場の業務を湘南工場に全面移転

平成15年２月 水戸工場の業務を宇都宮工場に統合



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社５社で構成され、情報通信機器の分野において、開発、生産から販

売、サービスにわたる事業活動を展開しております。 

  

当社グループの事業に係わる位置づけは次の通りであります。 

当社が開発、生産を行っており、販売、サービス活動については国内及び北米、欧州地域を除く海外

は主として当社が行っておりますが、国内販売の一部を㈱アイテムが行ない、修理・サービスの一部を

㈱テクノイケガミが行っております。また、海外における北米市場、欧州市場においては、イケガミ

エレクトロニクス(ユー．エス．エイ．)インコーポレーテッド(米国)、イケガミ エレクトロニクス

(ヨーロッパ)ゲー．エム．ベー．ハー(ドイツ)がそれぞれの地域で販売、サービス活動を行っておりま

す。 

  

事業の系統図は次の通りであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 上記子会社２社は、特定子会社に該当します。 

２ 上記子会社のうち有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ イケガミ エレクトロニクス(ユー．エス．エイ．)インコーポレーテッドについては、売上高(連結会社相

互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

 
  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合は、池上通信機労働組合及び全労連全国一般労働組合神奈川地方本部湘南地

区協議会池上通信機藤沢分会の２組合があります。なお、労使関係については、特に記載すべき事項は

ありません。 

  

  

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

（連結子会社）

イケガミ エレクトロニクス 
(ユー.エス.エイ.） 
インコーポレーテッド

メイウッド 
(アメリカ)

千米ドル
48,000

情報通信機器
の販売

100 ―

当社製品の米国地域への販売
を行っています。設備の賃貸
借等はありません。 
役員の兼任 １名。

イケガミ エレクトロニクス 
(ヨーロッパ） 
ゲー.エム.ベー.ハー

ノイス 
(ドイツ)

千ユーロ
9,203

情報通信機器
の販売

100 ―

当社製品の欧州地域への販売
を行っています。 
設備資金、運転資金について
融資をしております。 
設備の賃貸借等はありませ
ん。役員の兼任 １名。

主要な損益情報等 (1)売上高 4,583百万円

(2)経常利益 75百万円

(3)当期純利益 75百万円

(4)純資産額 1,777百万円

(5)総資産額 3,635百万円

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

情報通信機器事業 1,097

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,016 44.5 21.4 6,538,376



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油・素材価格の高騰や個人消費の伸び悩みなど懸念材料

が見られたものの、好調な企業業績を背景として設備投資の増加や雇用環境の改善などにより景気回復

局面が続き、緩やかな拡大基調で推移しました。世界経済においては、米国が住宅市況の冷え込みによ

り一時減速感を示しましたが、中国を中心としたアジア圏が好調に推移し、欧州でも企業部門を中心に

緩やかながら成長が持続するなど、総じて堅調に推移いたしました。 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）の関連する業界におきましては、わが国のみなら

ず北米におきましても地上デジタル放送に対応した設備投資意欲が依然堅調な状況にはありますが、設

備投資総額を抑制する傾向は一段と強まり、受注に際しては厳しい価格競争を強いられることも多く、

事業環境の厳しさは増しております。 

 このような状況下において、国内における放送関連機器の販売は概ね堅調に推移しましたが、セキュ

リティカメラシステムにおいては大幅に減少し、連結売上高は前年同期に比べ、7.0%減少し、346億26

百万円となりました（前年同期売上高372億31百万円）。 

 損益面につきましては、厳しい事業環境に対応すべく、効率的なオペレーションの実現に向け外注加

工費等の抑制を図り、売上の減少にも関わらず原価率を低減しました。しかし、放送システムのデジタ

ル化に対応した研究開発費、設備製作による減価償却費等を含む販売費及び一般管理費が増加したた

め、営業損益につきましては前年同期と比べ57百万円減少し、営業損失２億42百万円（前年同期営業損

失１億84百万円）となりました。 

 経常損益につきましては、為替差益などのプラス要因も若干あり、経常損失54百万円（前年同期経常

損失１億32百万円）となりました。 終損益につきましては、固定資産除却損等を計上したことによ

り、当期純損失１億20百万円（前年同期当期純損失１億99百万円）となりました。 

  

所在地別のセグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

日本 

日本における売上高のうち国内販売につきましては、先行してデジタル投資を行ってきた放送各局に

おける番組送出システムの需要が一段落し、当システムの納入金額は大きく減少しましたが、全国的に

映像制作・送出システムなどHDTVによる番組制作に伴うシステム物件の需要が増加し、それに伴い、放

送用カメラシステム、放送用中継車システム、ノンリニア編集システムに大幅な伸びが見られました。

しかし、当社グループの主要事業の一つであるセキュリティカメラシステムの販売が、パーラー（パチ

ンコ）市場における需要低迷の影響を受け、大幅に減少しました。 

 輸出面につきましては、放送用カメラシステムに伸びが見られたものの、HD中継車が落ち込み、結果

として、輸出売上高は減少しました。 

 これらの結果、当連結会計年度における日本の売上高は、前年同期に比べて7.0%減の312億49百万円

となり、営業利益は９億85百万円（前年同期営業利益９億77百万円）となりました。 



  

北米 

北米におきましては、現行テレビジョン放送方式（SDTV）に基づく放送機器の売上は漸減傾向にあり

ますが、放送用HD機器の売上は堅調に推移しています。また、新規開拓分野として、当連結会計年度は

医療分野における高精細映像の需要に応え、医療機器メーカーにHDカメラを納入しました。これらの結

果、北米の売上高は前年同期とほぼ同額の45億83百万円となり、営業利益は57百万円（前年同期営業利

益１億26百万円）となりました。 

  

ヨーロッパ 

ヨーロッパにおきましては、EU域内での放送用SDTVカメラ納入が端境期を迎えたこともあり、売上高

は前年同期に比べて9.0％減の20億56百万円となり、営業利益は10百万円（前年同期営業利益55百万

円）となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、営業活動により47百万円の収入となり、投資活動に

より３億49百万円支出し、財務活動により３億15百万円支出しました。これらの結果、現金及び現金同

等物の期末残高は、前連結会計年度に比べ６億円減少し、53億73百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前当期純損失81百万円を計上し、減

価償却費６億２百万円、売上債権の減少額５億58百万円、たな卸資産の増加額３億91百万円、仕入債務

の減少額７億42百万円等により、47百万円の収入（前年同期比４億44百万円の収入減少）となりまし

た。 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得による支出３億27百万円等

により、３億49百万円の支出（前年同期比２億51百万円の支出減少）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、長期借入による収入５億円がありましたが、長

期借入金の返済による支出７億10百万円、社債償還による支出１億円等により、３億15百万円の支出

（前年同期比１億67百万円の支出増加）となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況は次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
  

事業の種類別セグメント 生産高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器事業 33,032 △9.6

事業の種類別セグメント 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器事業 38,550 2.5 16,767 30.5

事業の種類別セグメント 販売高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器事業 34,626 △7.0

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日本放送協会 4,119 11.1 2,816 8.1



３ 【対処すべき課題】 

 世界経済は、原材料価格の高止まりや米国経済の消費減退・住宅投資の冷え込みによる景気減速など依然

として景気の先行きについて不透明感は残るものの中国を筆頭とするBRICs等の新興経済諸国の旺盛な成長

が期待されており、総じて順調に推移するものと思われます。わが国経済は、引続き好調な企業業績を背景

とする設備投資の増加や雇用・所得状況の改善が進み、景気は穏やかながらも回復基調を続けるものと思わ

れます。 

 特に、当社グループの主たる事業領域である放送市場におきましては、地上デジタル放送に向けた全国の

放送局におけるデジタル化投資が継続することから緩やかながらも需要は伸び続けると予想しています。ま

た、当社グループの主要事業の一つであるセキュリティカメラシステムの販売は、パーラー（パチンコ）市

場においては一定の需要は見込めるものの、依然としてその回復は厳しいものと予想しております。 

 放送用カメラシステム、映像制作・送出システム、映像伝送システム、中継車システム、医用カメラシス

テム及びセキュリティ分野のデジタル・ネットワークシステムなど、当社グループが提供する製品・システ

ムの需要は緩やかながらも依然増加傾向にあると見ていますが、激しい価格競争や多様化する顧客要求への

対応など、収益面を圧迫する厳しい事業環境が継続するものと思われ、この課題解決に向けて、市場の変化

に俊敏に対応できる経営構造改革に引続き取り組んでいきます。 

 具体的には、以下に示す４項目を主要課題に掲げ、迅速かつ継続的な収益向上及び財務体質の健全化を実

現する経営構造改革を推進しております。 

  

＜主要課題 ４項目＞ 

１）資本効率の重視 

キャッシュ・フローを重視した経営を展開していくとともに、資本効率を重視した経営を目指します。

２）俊敏な経営の実現 

経営のモニタリングとコントロールを強化し、俊敏な経営を実現させます。取締役会は、迅速かつ的確

な経営判断ができるように、少人数で構成されており、毎月１回の定期開催のほか必要に応じて臨時に

開催し、経営の基本方針や重要事項を決定しております。 

また、マネジメントサイクル全般に関わる課題を検討・策定する機関として常勤取締役会を月１回開催

しているのに加え、販売・マーケティング、技術・生産、財務・会計を主要テーマに各管掌役員が提起

された課題等の解決にあたる経営会議（出席者：常勤取締役ならびに各本部長、常勤監査役、内部監査

室長等）を各テーマ毎に毎月実施しております。階層化した意思決定構造をベースに、業務執行の意思

決定スピードを向上させ、変化の速い時代に適した経営と事業運営を目指します。 

３）事業・製品構造の抜本的改革 

各事業における顧客・価格・商品・技術の調査を通じて、商品開発企画力の強化と戦略的新製品の投入

を行うために、マーケティング機能を充実させております。また、経営・執行の両面において、当社グ

ループ全体の企画・開発機能を強化するために、各テーマ毎に毎月開催される経営会議の中で、随時、

開発テーマに焦点を当て、全社開発方針、事業育成等の多面的な視点から討議し、製品開発・商品企画

を推進しております。 

その具体策推進の結果の一つとして、2007年４月９日に株式会社東芝との「放送用映像製作・編集シス

テムにおける事業提携」を発表しました。新しい事業の具現化をこれからの放送通信事業の柱の一つと

位置付け、製品・システムの開発、販売体制の抜本的見直しを積極的に推し進め、2008年度へ繋がる成

長戦略を早急に具体化していきます。 

４）業務プロセス改革の推進 

サービス全般に及ぶ品質向上のための経営管理システム（ISO9001:2000年版）に基づき、業務を遂行す



るとともに、環境マネジメントシステムISO14001も認証を取得しております。原価低減、顧客サービス

の向上などを目指し、様々な観点から日々の業務プロセス改革に継続的に取り組むとともに、2006年７

月からのEU地域で発効されたRoHS指令に基づき、市場のグリーン調達基準設定の動きを勘案しつつ、製

品設計や製造等において環境保全に配慮した取り組みを強めております。加えて、業務運営を適正かつ

効率的に遂行するために、会社業務の意思決定及び業務実施に関する各種社内規程を全面的に見直すこ

となどにより、職務権限の明確化と適切な牽制が機能する体制を整備しております。 

  

 当社グループが、顧客の価値創造や問題解決を図るために、採り入れている基本的な考え方は、下記２点

であります。 

 ・製品の品質に徹底的にこだわり、信頼性の高い製品を供給し続け、プロフェッショナルな顧客に満足し

て頂くこと。 

 ・顧客が求める真のソリューションを提供することにより、他との差別化を実現させること。 

  

 その実現のために、当社グループは競争優位の源泉を「戦略デバイス」「ソフトウェア」「ノウハウ」に

定め、情報通信と画像のプロフェッショナルを目指しております。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある

と考えられる主な事項は、以下のようなものがあります。 

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在にお

いて判断したものであります。 

  

（１）為替相場の変動について  

 当社グループの取引には外貨建てのものが含まれております。そのため当社グループは為替予約等に

より為替相場の変動リスクをヘッジしておりますが、そのリスクを全て排除することは不可能であり、当

社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。  

  

（２）退職給付債務について 

 当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資

産の期待運用収益率に基づいて算出しております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件

が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間

において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。従って、将来の割引率の低下や運用利

回りの悪化は当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

（３）法的規制等について 

 当社グループの事業は、事業を展開する各国において、事業・投資の許可、国家安全保障またはその

他の理由による輸出制限、関税をはじめとするその他の輸出入規制等、様々な政府規制の適用を受けてお

ります。また、通商、独占禁止、特許等の知的財産権、消費者、租税、為替管理、環境・リサイクル関連

の法規制の適用も受けております。これらの規制により、当社グループの活動が制限される可能性やコス

トの増加につながる可能性があります。従って、これらの規制は当社グループの経営成績及び財政状態に

悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、顧客の潜在要求を満たす優位性のある製品を創造するために、常に技術を磨き、「技

術の池上」と顧客から高い評価を頂けるように積極的な研究開発活動を行っております。現在、研究開発

は、当社の技術研究所及び工場（３工場）の設計・開発部門により推進しております。 

またグループ外企業とも補完製品の提携を結び、当社研究開発を自社コア製品及びコア技術の強化に集

中して開発効率を上げております。当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は18億97百万円で

あります。 

放送通信機器関連として、多様化するデジタル放送番組制作向けに、報道取材から中継、スタジオ、編

集、送出及び放送基幹網に至る運用性に注力した番組制作機器、有線／無線中継機器及びネットワーク機

器の研究開発を行っております。当連結会計年度の主な成果としては、HDTVテープレスカメラ／レコー

ダ、フルデジタルHDTVカメラシステム、３CCDマルチパーパスHDTVカメラ、ネットワーク型カメラコント

ロールシステム、フルデジタルSDTVポータブルカメラ、HDTV/SDTVカメラ用マルチフォーマットカラー液

晶ビューファインダー、HDTV/SDTVマルチフォーマットモニタ、HDTV／SDTVマルチフォーマット液晶モニ

タのラインナップの充実、小型ビデオスイッチャ、低遅延HDTV放送用マイクロ波帯中継装置などの技術開

発及び製品開発があります。 

監視機器関連として、多発する犯罪の防止・監視警備向けに、デジタルテレビカメラ、モニタ、記録、

IPネットワーク及び画像認識技術などの研究開発を行っております。当連結会計年度の主な成果として

は、従来のカメラでは撮像が難しかった場面でも鮮明に捉える新型DPSセンサー使用のワイドダイナミッ

クカメラシリーズ、トリプルスケーラブル配信機能を備えたIPネットワークカメラシリーズとして、プリ

セットコンビネーション型IPドームカメラ、IPネットワークデコーダ、ドーム型コンビネーションカメラ

（PCS-38）などの技術開発及び製品開発があります。 

メディカル機器関連として、高度医療の高忠実度診断向けに、デジタル高忠実度・高解像度のテレビカ

メラ、モニタ、デジタル記録機及びネットワーク機器などの研究開発を行っております。当連結会計年度

の主な成果としては、手術顕微鏡用小型高精細カメラ、新型LCDモニタシリーズなどの技術開発及び製品

開発があります。 

検査機器関連として、生活安全と少子高齢化社会向けに、画像処理とメカトロニクスを融合した各種生

産物・異物選別機器の研究開発を行っております。当連結会計年度の主な成果としては、錠剤検査装置、

粉体検査装置などに関する技術開発及び製品開発があります。 

  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）財政状態 

当連結会計年度末の総資産は341億67百万円であり、前連結会計年度末に比べ10億87百万円減少しま

した。流動資産は現金及び売上債権の減少、たな卸資産の増加等により、前連結会計年度末に比べ４億

73百万円減の254億94百万円となりました。固定資産は投資有価証券の時価評価に伴う減少等により、

前連結会計年度末に比べ６億13百万円減の86億73百万円となりました。 

負債総額は243億23百万円であり、前連結会計年度末に比べ７億17百万円減少しました。流動負債

は、買掛債務の減少がありましたが、1年以内返済予定の長期借入金、未払費用の増加等により、前連

結会計年度末に比べ２億77百万円減の106億51百万円となりました。 

 固定負債は、返済による長期借入金及び償還による社債の減少がありましたが、退職給付引当金の増

加等により、前連結会計年度末に比べ４億39百万円減の136億72百万円となりました。正味運転資本

（流動資産から流動負債を控除した金額）は、148億42百万円であり、流動比率は前連結会計年度末と

ほぼ横ばいの239.3％となり、財務の健全性は保たれております。 

純資産については、前連結会計年度末に比べ３億69百万円減少し、98億44百万円となり、自己資本比

率は28.8％（前連結会計年度末29.0％）となりました。 

  

  

  

（２）経営成績 

「１＜業績等の概要＞（１）業績」に記載しております。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループの設備投資につきましては、生産設備の省力化、合理化及び製品の信頼性向上のための投

資を行っており、当連結会計年度において、総額５億22百万円の設備投資を実施いたしました。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

(2) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記には建設仮勘定を含んでおりません。 

２ 建物の一部を借用しております。年間賃借料は68百万円であります。 

３ 上記には賃貸中の建物55百万円を含んでおります。 

４ 上記の他、主要なリース設備として、販売設備では事務所、生産設備では設計設備、その他の設備ではコン

ピュータ関連機器があり、年間リース料は204百万円であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメント

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物
機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具 
及び備品

合計

業務本部 
(東京都大田区 他)

情報通信機器
その他 
設備

171 9
730

(14,350.63)
14 926 63

技術研究所 
(川崎市川崎区)

情報通信機器
その他 
設備

31 2
123

(811.05)
30 186 17

営業統括部 
(海外営業グループ) 
(東京都大田区 他)

情報通信機器 販売設備 3 ―
31

(75.73)
82 117 19

営業統括部 
(国内営業グループ) 
(東京都大田区 他)

情報通信機器 販売設備 42 1
302

(889.82)
415 762 209

池上工場 
(東京都大田区)

情報通信機器 生産設備 158 306
1,410

(3,838.05)
105 1,979 248

湘南工場 
(神奈川県藤沢市他)

情報通信機器 生産設備 206 262
274

(5,832.61)
88 831 301

宇都宮工場 
(栃木県宇都宮市)

情報通信機器 生産設備 113 58
64

(41,285.77)
64 301 159

会社名 
(所在地)

事業の種類別
セグメント

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物
機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具 
及び備品

合計

イケガミ エレクト
ロニクス(ユー.エ
ス.エイ.)インコー
ポレーテッド 
(アメリカ メイウッ
ド)

情報通信機器 販売設備 90 ―
22

(11,374.66)
110 223 50

イケガミ エレクト
ロニクス(ヨーロッ
パ)ゲー.エム. 
ベー.ハー 
(ドイツ ノイス)

情報通信機器 販売設備 538 ―
186

(6,180.00)
20 745 31



(1) 新設 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 除却等 

    重要な設備の除却等はありません。 

  

  

  

会社名 事業所名
事業の種類別 
セグメント

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完成 

予定年月予算金額
(百万円)

既支払額
(百万円)

池上通信機（株） 
放送通信事業本部

情報通信機器

生産設備の増
強及び合理化
並びに販売設
備

366 40 自己資金
平成19年 
３月

平成20年
３月

池上通信機（株） 
映像情報事業本部

情報通信機器

生産設備の増
強及び合理化
並びに販売設
備

327 0 自己資金
平成19年 
３月

平成20年
３月

池上通信機（株） 
業務本部 他

情報通信機器
什器、設備そ
の他

78 ― 自己資金
平成19年 
４月

平成20年
３月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 58,285,468 同左
東京証券取引所
市場第一部

―

計 58,285,468 同左 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
（注）資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式181,585株は「個人その他」に181単元及び「単元未満株式の状況」に585株含めて記載しておりま

す。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、170単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

 
平成15年６月27日 

（注）
― 58,285,468 ― 8,791 △10,664 116

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 39 44 131 40 2 9,057 9,313 ―

所有株式数 
(単元)

─ 9,693 3,252 4,402 983 3 39,281 57,614 671,468

所有株式数 
の割合(％)

─ 16.82 5.64 7.64 1.70 0.00 68.17 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

斎藤輝久 神奈川県藤沢市 3,322 5.70

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 3,272 5.61

株式会社ドッドウェルビー・エ
ム・エス

東京都中央区日本橋久松町12－８ 1,277 2.19

斎藤友彦 神奈川県藤沢市 1,210 2.07

小寺郁子 群馬県前橋市 1,157 1.98

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 1,124 1.92

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－27－２ 988 1.69

三菱UFJ信託銀行株式会社 
（常任代理人 日本マスタート
ラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１－４－５
（東京都港区浜松町２－11－３）

654 1.12

竹雨圭鎬 大阪府四条畷市 650 1.11

株式会社プロジェクトケイ・ニ
ジュウイチ

神奈川県横浜市中区港町４－16 646 1.11

計 ― 14,303 24.54



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が170,000株(議決権170個) 

     含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式585株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式181,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

57,433,000
57,433 ─

単元未満株式 普通株式 671,468 ― ─

発行済株式総数   58,285,468 ― ―

総株主の議決権 ― 57,433 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
池上通信機株式会社

東京都大田区池上 
５―６―16

181,000 ─ 181,000 0.31

計 ― 181,000 ─ 181,000 0.31



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による取得 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

   の買取りによる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
（注）当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

   の買取りによる株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 26,459 5,328

当期間における取得自己株式 3,051 583

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(─) ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 181,585 ─ 184,636 ─



３ 【配当政策】 

当社は、収益の状況や経営環境に対応した安定配当の継続を基本とし、企業体質の一層の強化と将来の

事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して決定することを基本方針としています。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 また、当社は「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができ

る。」旨を定款に定めております。 

しかしながら、第66期におきましても内部留保がいまだ脆弱な状態にありますので、引き続き無配とい

たします。１日も早く内部留保を充実させ、業績に裏付けられた成果の配分を継続的に行うことができる

よう努力いたします。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 144 293 289 355 376

低(円) 80 104 172 188 166

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

高(円) 204 195 186 195 195 185

低(円) 173 168 170 177 173 170



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

松 原 正 樹 昭和15年12月９日生

昭和39年３月 当社入社

(注)２ 12

平成７年７月 公共事業本部放送営業二部長

平成９年６月 取締役

平成９年６月 公共事業本部長

平成11年４月 国内事業本部長

平成13年６月 代表取締役社長現在に至る

常務取締役

事業グループ
統括・映像情
報事業本部・
経営企画本部
担当

川 嶋 清 昭 昭和21年４月26日生

昭和44年４月 当社入社

(注)２ 3

平成11年４月 国内事業本部副本部長

平成11年６月 取締役

平成13年６月 営業本部長

平成15年４月 マーケティング・販売担当

平成19年６月  常務取締役現在に至る

平成19年６月  事業グループ統括・映像情報事業 

 本部・経営企画本部担当現在に 

 至る

取締役
調達部門・IT
部門・特許部
門担当

谷 津 俊 雄 昭和20年４月10日生

昭和44年４月 当社入社

(注)２ 10

平成12年４月 湘南工場長

平成13年６月 取締役現在に至る

平成13年６月 技術本部長

平成15年４月 技術・生産担当

平成19年６月  調達部門・IT部門・特許部門担 

 当現在に至る

取締役

放送通信事業
本部担当兼放
送通信事業本
部長

荻 野 憲 一 昭和25年９月21日生

昭和47年３月 当社入社

(注)２ 0平成15年４月  放送通信事業本部長現在に至る

平成19年６月  取締役現在に至る

取締役
業務本部担当
兼業務本部長

鈴 木 玉 生 昭和23年９月27日生

昭和49年４月 当社入社

(注)２ 0平成15年４月  業務本部長現在に至る

平成19年６月  取締役現在に至る

取締役
研究開発担当
兼技術研究所
長

駒 野 目 裕 久 昭和32年４月29日生

昭和55年４月 当社入社

(注)２ 0平成15年４月  技術研究所長現在に至る

平成19年６月  取締役現在に至る

取締役

イケガミ エ

レクトロニク

ス（ユ ー.エ

ス.エイ.）イ

ンコーポレー

テッド代表取

締役社長

斎 藤 友 彦 昭和28年２月６日生

昭和55年11月 当社入社

(注)２

平成11年４月  イケガミ エレクトロニクス 

（ユー.エス.エイ.）インコーポ 

 レーテッド代表取締役社長現在 

 に至る

1,215 

（注５）

平成19年６月  取締役現在に至る



 
(注) １ 監査役 大越弘孝及び永島建二の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

３ 監査役の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 取締役 斎藤友彦氏の所有する株式数のうち５千株は、従業員持株会に含まれておりますが、取締役就任に

伴い従業員持株会からの脱退手続中であります。 

 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 

(常勤)
岩 村 伸 二 昭和21年９月24日生

昭和44年４月  当社入社

(注)３ 5平成11年４月  国内事業本部副本部長

平成13年６月  監査役現在に至る

監査役 

(常勤)
楢 舘 鑑 族 昭和21年９月５日生

昭和44年５月  当社入社

(注)４ 7平成18年９月  放送通信事業本部嘱託

平成19年６月  監査役現在に至る

監査役 大 越 弘 孝 昭和12年５月１日生

昭和52年７月  東京国税局退職

(注)３ 1昭和52年８月  税理士登録

平成８年６月  当社監査役現在に至る

監査役 永 島 建 二 昭和15年８月13日生

昭和57年９月  相模ハム㈱入社

(注)３ 1

平成５年６月  同社取締役経理部長兼電算部長

平成10年10月  同社子会社北海道サガミハム㈱ 

 監査役

平成16年６月  当社監査役現在に至る

計 1,254



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

コーポレート・ガバナンスは、株主を重視した経営を実現していくうえでの重要な課題の一つと考えています。

その体制については、従来の取締役会制度及び監査制度の機能を十分に発揮させることにより、コーポレート・ガ

バナンスの一層の強化を目指していく所存です。 

  

（２）会社の機関の内容及び内務統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容 

  当社は監査役制度を採用しています。 

  取締役会は、毎月１回の定期開催のほか必要に応じて臨時に開催し、取締役会規程に基づき、経営の基本方針 

 や重要事項を決定しています。 

  マネジメントサイクル全般に関わる課題を検討・策定する機関として、常勤取締役会を月１回定期的に開催し 

 ています。また、必要に応じ、臨時で常勤取締役会を開催し、業務執行の方向性等の検討を進めています。 

  常勤取締役ならびに各本部長、常勤監査役、内部監査室長等をメンバーとする経営会議を月３回開催していま 

 す。経営会議は、販売・マーケティング、技術・生産、財務・会計を主要テーマに各回行われ、各管掌役員が議 

 長として議事進行し、提起された問題点等の解決にあたっています。階層化した意思決定構造をベースに、業務 

 執行の意思決定スピードを向上させ、変化の速い時代に適した事業運営を目指しています。 

  

② 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

  当社は、取締役会において、会社法第362条及び会社法施行規則第100条に基づき、当社の業務の適正を確保す 

 るための体制整備について決議を行い、業務の意思決定及び業務実施に関する各種社内規程を全面的に見直して 

 います。特に「リスク体制の整備」ならびに「当社及び当社の子会社から成る企業集団における業務の適正」を 

 確保するため、リスク管理管掌取締役、子会社管理管掌取締役及び各本部業務執行管理管掌取締役を定め、リス 

 ク管理とグループ会社の業務遂行管理の整備・体制作りを推進しています。 

  当社グループでは信頼される企業グループを目指し、役員及び従業員の行動指針として「行動規範」を制定 

 し、企業倫理の確立による健全な事業経営に取り組んでいます。加えて、全役員、全従業員が順法精神に則り企 

 業活動を行うための指針となる「コンプライアンス・ルール」を制定するとともに、コンプライアンス体制の全 

 社的展開・推進を図るために、代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」が機能しています。 

  

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

  監査役による監査役監査、内部監査室による内部監査が行われています。経営の監視については、社外監査役 

 ２名を含む合計４名の監査役による監査が有効に機能しており、特に常勤監査役においては社内の監査を定期的 

 に行うとともに、取締役会ならびに常勤取締役会、経営会議に全て出席し、適宜、妥当性・適法性の観点から意 

 見の表明を行っています。 

  代表取締役社長直轄の内部監査部門である内部監査室が、業務監査の一環として、内部統制環境の整備・運用 

 状況を日常的に監視し、問題点の指摘・是正勧告を行っています。 

  



④ 会計監査の状況 

  当社では、監査法人保森会計事務所と監査契約を締結しています。会計監査人である監査法人保森会計事務所 

 とは、通常の会計監査を受けているほか、会計処理に関する助言・指導を適宜受けています。担当する業務執行 

 社員は矢部豊氏（連続して監査に関与している年数26年）、村上貴美夫氏の２名であり、監査補助者は公認会計 

 士９名が監査業務に携わっています。 

  

⑤ 社外監査役との関係 

  社外監査役と当社の間に、人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係はありません。 

  

経営上の意思決定、執行及び監督に関わる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制は次の

とおりです。 

  
 

 

  

（３）役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

す。 

 
（注）上記の金額には当事業年度における役員退職慰労金引当金の増加額が含まれています。 

 
  

① 役員報酬： 取締役 84百万円（うち、社外取締役 ３百万円）

監査役 31百万円（うち、社外監査役 ８百万円）

② 監査報酬： 公認会計士法第２条 
第１項に規定する 
業務に基づく報酬

33百万円

上記以外の業務に基 
づく報酬

―百万円



（４）取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めています。 

  

（５）取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。 

 また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨を定款に定めています。 

  

（６）自己の株式の取得 

会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す 

ることができる旨、定款に定めています。これは、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策

を機動的に遂行することを可能とするためです。 

  

（７）株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが 

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨

定款に定めています。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の

円滑な運営を行うことを目的とするものです。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)の財務諸表について、監査法人保森会計事務所により監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,973 5,373

 ２ 受取手形及び売掛金 11,131 10,779

 ３ たな卸資産 8,580 9,064

 ４ その他 368 344

   貸倒引当金 △86 △66

   流動資産合計 25,968 73.7 25,494 74.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 4,961 5,054

    減価償却累計額 △3,586 1,375 △3,697 1,356

  (2) 機械装置及び運搬具 6,670 6,617

    減価償却累計額 △6,016 653 △5,976 641

  (3) 工具、器具及び備品 5,696 5,571

    減価償却累計額 △4,825 871 △4,639 932

  (4) 土地 ※１ 3,128 3,145

  (5) 建設仮勘定 236 41

   有形固定資産合計 6,265 17.7 6,117 17.9

 ２ 無形固定資産 98 0.3 96 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 2,634 2,178

  (2) 長期貸付金 40 23

  (3) その他 268 279

    貸倒引当金 △19 △22

   投資その他の資産合計 2,923 8.3 2,459 7.2

   固定資産合計 9,286 26.3 8,673 25.4

   資産合計 35,254 100.0 34,167 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※７ 7,161 6,476

 ２ 短期借入金 ※１ 1,874 1,250

 ３ 1年以内返済予定の長期 
   借入金

※１
※８

─ 723

 ４ 1年以内償還予定の社債 100 100

 ５ 未払法人税等 73 42

 ６ 賞与引当金 488 444

 ７ 製品保証引当金 32 29

 ８ その他 ※７ 1,198 1,584

   流動負債合計 10,929 31.0 10,651 31.2

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 400 300

 ２ 長期借入金
※１
※８

1,113 804

 ３ 繰延税金負債 704 513

 ４ 退職給付引当金 11,702 11,847

 ５ 役員退職慰労金引当金 191 206

   固定負債合計 14,111 40.0 13,672 40.0

   負債合計 25,041 71.0 24,323 71.2

(少数株主持分) ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 8,791 25.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 116 0.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 927 2.6 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,025 2.9 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 △620 △1.7 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※６ △26 △0.1 ― ―

   資本合計 10,213 29.0 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

35,254 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 8,791 25.7

 ２ 資本剰余金 ― ― 116 0.3

 ３ 利益剰余金 ― ― 807 2.4

 ４ 自己株式 ― ― △32 △0.1

   株主資本合計 ― ― 9,682 28.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 748 2.2

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― △586 △1.7

   評価・換算差額等合計 ― ― 161 0.5

   純資産合計 ― ― 9,844 28.8

   負債純資産合計 ― ― 34,167 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 37,231 100.0 34,626 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 30,778 82.7 27,728 80.1

   売上総利益 6,453 17.3 6,898 19.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

6,638 17.8 7,140 20.6

   営業損失(△) △184 △0.5 △242 △0.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 8 26

 ２ 受取配当金 19 27

 ３ 為替差益 32 122

 ４ 不動産賃貸収入 43 45

 ５ 雑収入 65 169 0.4 62 283 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 73 67

 ２ 雑損失 44 117 0.3 28 95 0.3

   経常損失(△) △132 △0.4 △54 △0.2

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ※３ 117 ―

 ２ 固定資産売却益 ※４ ― 1

 ３ 役員退職慰労金引当金戻 
   入益

28 ―

 ４ 貸倒引当金戻入益 ― 145 0.4 2 3 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※５ 156 30

 ２ 投資有価証券評価損 1 ―

 ３ その他 0 158 0.4 ― 30 0.0

   税金等調整前当期 
      純損失(△)

△144 △0.4 △81 △0.2

   法人税、住民税及び 
   事業税

54 0.1 38 0.1

    
      当期純損失(△) 
   

△199 △0.5 △120 △0.3



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 116

Ⅱ 資本剰余金期末残高 116

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,126

Ⅱ 利益剰余金減少高

   当期純損失 199 199

Ⅲ 利益剰余金期末残高 927



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,791 116 927 △26 9,808

連結会計年度中の変動額

 当期純損失 △120 △120

 自己株式の取得 △5 △5

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― △120 △5 △125

平成19年３月31日残高(百万円) 8,791 116 807 △32 9,682

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,025 △620 405 10,213

連結会計年度中の変動額

 当期純損失 △120

 自己株式の取得 △5

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△277 33 △243 △243

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△277 33 △243 △369

平成19年３月31日残高(百万円) 748 △586 161 9,844



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前当期純損失(△) △144 △81
   減価償却費 539 602
   貸倒引当金の減少額 △29 △18
   賞与引当金の増減額 218 △43
   製品保証引当金の増減額 4 △5
   退職給付引当金の増加額 189 144
   役員退職慰労金引当金の増減額 △13 15
   受取利息及び受取配当金 △28 △54
   支払利息 73 69
   為替差益 △60 △162
   投資有価証券評価損 1 ―
   有形固定資産除却損 156 31
   無形固定資産除却損 ― 0
   有形固定資産売却損益 0 △1
   売上債権の増減額 △606 558
   たな卸資産の増加額 △331 △391
   仕入債務の増減額 830 △742
   未払消費税等の増加額 54 3
   その他 △284 205
    小計 570 129
   利息及び配当金の受取額 30 54
   利息の支払額 △73 △69
   法人税等の支払額 △36 △67
  営業活動によるキャッシュ・フロー 491 47
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   有形固定資産の取得による支出 △690 △327
   有形固定資産の売却による収入 2 3
   無形固定資産の取得による支出 △27 △21
   投資有価証券の取得による支出 △2 △12
   投資有価証券の売却による収入 0 ―
   定期預金の払戻による収入 131 ―
   貸付金の貸付による支出 △3 ―
   貸付金の回収による収入 5 16
   その他 △15 △8
  投資活動によるキャッシュ・フロー △600 △349
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
   短期借入金の純減少額 △8 ―
   長期借入による収入 ― 500
   長期借入金の返済による支出 △624 △710
   社債発行による収入 492 ―
   社債償還による支出 ― △100
   自己株式の取得による支出 ― △5
   その他 △7 ―
  財務活動によるキャッシュ・フロー △147 △315
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 64 17

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額(△) △192 △600

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,166 5,973
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,973 5,373



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数２社

  イケガミ エレクトロニクス(ユ

ー.エス.エイ.)インコーポレーテ

ッド

  イケガミ エレクトロニクス(ヨー

ロッパ)ゲー.エム.ベー.ハー

(イ)     同左

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

  株式会社テクノイケガミ

(ロ)     同左

  (連結の範囲から除いた理由)

  非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等はいずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法を適用していない非連結子会社

(㈱テクノイケガミ他)はそれぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用範囲から

除外しております。

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

当社の事業年度と一致しております。 同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

  (イ)有価証券 当社はその他有価証券については、

時価のあるもの……決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は総平均法)

当社はその他有価証券については、

時価のあるもの……連結会計年度末日

の市場価格等に基

づく時価法(評価

差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は総

平均法)

時価のないもの……総平均法による原

価法

によっております。

時価のないもの……同左

                 

によっております。

  (ロ)デリバティブ 時価法によっております。 同左

  (ハ)たな卸資産 当社は、製品、仕掛品については個別

法による原価法、原材料については

終仕入原価法による原価法により評価

しておりますが、連結子会社は、主と

して先入先出法による低価法を採用し

ております。

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

  (イ)有形固定資産 当社においては、定率法を採用してお

ります。ただし建物(建物附属設備を

除く)については、平成10年４月１日

以降に取得したものについては、定額

法によっております。 

連結子会社においては、定額法を採用

しております。

当社においては、定率法を採用してお

ります。ただし建物(建物附属設備を

除く)については、平成10年４月１日

以降に取得したものについては、定額

法によっております。 

連結子会社においては、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建 物       2年～50年 

 機械装置及び運搬具 2年～11年 

 工具、器具及び備品 2年～20年

  (ロ)無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(当社５年、

連結子会社３年)に基づく定額法を採

用しております。

同左

 (3) 重要な引当金の計上基

準

  (イ)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

同左

  (ロ)賞与引当金 当社は、従業員に対する賞与の支給に

充てるため、支給見込額を計上してお

ります。 

連結子会社は、賞与制度が無いため、

引当金の計上を行っておりません。

当社は、従業員に対する賞与の支給に

充てるため、支給見込額のうち当連結

会計年度期間対応額を計上しておりま

す。 

 

  (ハ)製品保証引当金 イケガミエレクトロニクス(ヨーロッ

パ)ゲー．エム．ベー．ハーは特定の

製品のアフターサービスに伴う費用の

支出に備えるため、当該製品の売上高

に対する過去の実績率に基づいて当期

の負担額を計上しております。

同左

  (ニ)退職給付引当金 当社は、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定年数

(５年)による定額法により費用処理し

ております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数(13年)による定額法により、翌連結

会計年度から費用処理することとして

おります。

当社は、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数(10年)による定額法により、翌連結

会計年度から費用処理することとして

おります。 

従業員の平均残存勤務期間を見直した

結果、当連結会計年度より数理計算上

の差異の処理年数を従来の13年から10

年に変更しております。 

この変更により、営業損失は218百万

円増加し、経常利益及び税金等調整前

当期純利益はそれぞれ218百万円減少

し、経常損失及び税金等調整前当期純

損失となっております。

  (ホ)役員退職慰労金引当

金

当社は、役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金支給規定に

基づき算出した当連結会計年度末要支

給額を計上しております。

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方

法

  (イ)ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについては特例処理によってお

ります。

同左

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息

同左

  (ハ)ヘッジ方針 金利変動リスクを回避する目的で行っ

ております。

同左

  (ニ)ヘッジ有効性評価の

方法

特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略してお

ります。

同左

 (6) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は全面時価評価法によっております。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結子会社は設立時より当社の100％

出資による会社であり、消去差額が生

じないため連結調整勘定は計上してお

りません。

──── 

 

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

──── 

 

連結子会社は設立時より当社の100％

出資による会社であり、消去差額が生

じないため連結調整勘定は計上してお

りません。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分又は損失処理について連結会計年

度中に確定した利益処分又は損失処理

に基づいて作成しております。

────

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなります。

同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

 表示方法の変更 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。

────

──── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号  平成 17年 12月９日）を適用しております。

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は9,844百万

円であります。 

  なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

──── （連結貸借対照表関係）            

 前連結会計年度において、流動負債の「短期借入金」

に含めて表示しておりました「1年以内返済予定の長期

借入金」は、科目内容をより明瞭に表示するため、当連

結会計年度から区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「1年以内返済予定の長期借

入金」は624百万円であります。  

──── （連結キャッシュ・フロー計算書）           

 前連結会計年度において、財務活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「自己株式の取得による支出」（△7百万円）は科目内

容をより明瞭に表示するため、当連結会計年度から区分

掲記しております。  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日）
当連結会計年度

（平成19年３月31日）

※１ 担保資産

建物 224百万円

土地 1,128

計 1,352

※１ 担保資産

建物 206百万円

土地 1,128

計 1,335

 

   上記に対応する債務額

短期借入金 1,390百万円

長期借入金 280

   上記に対応する債務額

短期借入金 1,170百万円

1年以内返済予定
の長期借入金

240

長期借入金 60

割引手形 690

※２ 非連結子会社に対する資産の金額は次のとおりで

あります。

投資有価証券(株式) 137百万円

※２ 非連結子会社に対する資産の金額は次のとおりで

あります。

投資有価証券(株式) 137百万円

 ３ 保証債務

   連結会社以外の会社の金融機関からの借入れに対

し、債務保証を行っております。

㈱テクノイケガミ 100百万円

 ３ 保証債務

   連結会社以外の会社の金融機関からの借入れに対

し、債務保証を行っております。

㈱テクノイケガミ 100百万円

 ４ 受取手形割引残高 1,353百万円

   輸出手形割引残高 4

 ４ 受取手形割引残高 1,602百万円

   輸出手形割引残高 28

※５ 当社の発行済株式数は、普通株式58,285,468株で
あります。

 

※５        ────

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式
   155,126株であります。

※６        ────
 

※７        ────
   

※７ 連結会計年度末日満期手形
 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしておりま
す。なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休
日であったため、次の連結会計年度末日満期手形
が連結会計年度末残高に含まれております。

 支払手形             773百万円
 流動負債（その他）                  7
 （設備関係支払手形）

※８        ──── 
    
 

※８ 当社は、株式会社横浜銀行を主幹事とする６行
によるシンジケートローン契約を締結しておりま
すが、当連結会計年度終了時点（平成19年３月31
日）において、財務制限条項に抵触している状況
でありましたが、エージェント等を含め各金融機
関の合意を平成19年６月18日付で得られ、期限の
利益喪失の権利行使をしない旨通知を受領致しま
した。 
なお、平成19年３月31日現在のシンジケートロー
ンの借入残高は８億円であり、内訳は1年以内返
済予定の長期借入金２億円、長期借入金６億円で
あります。



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

運賃荷造費 399百万円

広告宣伝費 284

給料等人件費 2,514

減価償却費 184

賞与引当金繰入額 141

退職給付費用 381

研究開発費 398

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

運賃荷造費 345百万円

広告宣伝費 341

給料等人件費 2,631

減価償却費 263

賞与引当金繰入額 136

退職給付費用 388

研究開発費 586

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,742百万円であります。

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,897百万円であります。

 

※３ 前期損益修正益は次のとおりであります。    

過年度経費の戻入額 117百万円

※３         ────   

※４       ────

 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 0百万円

土地 0

計 1

 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 145百万円

工具、器具及び備品 10

計 156

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 11百万円

工具、器具及び備品 16

その他 2

計 30



 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    26,459株 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 58,285,468 ― ― 58,285,468

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 155,126 26,459 ― 181,585

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照 

   表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,973百万円

担保に供している定期預金 －

現金及び現金同等物 5,973

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照 

   表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,373百万円

現金及び現金同等物  5,373 



 

(リース取引関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

280 211 68

工具、器具 
及び備品等

799 354 444

合計 1,079 566 513

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

224 74 150

工具、器具
及び備品等

724 394 330

合計 949 469 480

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額

１年内 194百万円

１年超 327

合計 521

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額

１年内 191百万円

１年超 297

合計 488

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 233百万円

減価償却費相当額 223

支払利息相当額 10

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 204百万円

減価償却費相当額 194

支払利息相当額 10

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

 

Ⅱ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 20百万円

１年超 28

合計 48

（減損損失について） 
リース資産に配分された減損損失はありませんので、項
目等の記載は省略しております。

 

Ⅱ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 23百万円

１年超 24

合計 48

（減損損失について）
           同左



 

(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

なお、有価証券の減損にあたって、個別銘柄毎に当連結会計年度末日の市場価格と取得価額を比較して、50％

以上下落した場合は、合理的な反証がない限り著しい下落とみなし減損処理を行い、２期連続して下落幅が30％

以上50％未満の範囲で推移した場合、市況及び銘柄固有の要因分析を行い、今後の回復可能性を判断して減損処

理を行っております。 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
（注）当連結会計年度において、時価評価されていないその他有価証券について１百万円の減損処理を行っておりま

す。 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 (1) 株式 551 2,252 1,700

 (2) その他 29 67 37

計 581 2,319 1,738

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 (1) 株式 38 30 △7

 (2) その他 － － －

計 38 30 △7

合計 619 2,350 1,730

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   非連結子会社株式 137

(2) その他有価証券

   非上場株式 146

合計 283



当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）当連結会計年度において、有価証券の減損処理は行っておりません。 

なお、有価証券の減損にあたって、個別銘柄毎に当連結会計年度末日の市場価格と取得価額を比較して、50％ 

 以上下落した場合は、合理的な反証がない限り著しい下落とみなし減損処理を行い、２期連続して下落幅が 

 30％以上50％未満の範囲で推移した場合、市況及び銘柄固有の要因分析を行い、今後の回復可能性を判断して 

 減損処理を行っております。 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 (1) 株式 554 1,789 1,234

 (2) その他 29 71 42

計 584 1,860 1,276

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 (1) 株式 38 24 △14

 (2) その他 ― ― ―

計 38 24 △14

合計 622 1,885 1,262

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   非連結子会社株式 137

(2) その他有価証券

   非上場株式 156

合計 293



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 
  

 
(注)１ 時価の算定方法 

  為替予約取引……先物為替相場によっております。 

  

 ２  金利関連 

    ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

①取引の内容及び利用目的等

  当社グループは、輸出入取引に係る為替リスクに備

えるため、外貨建売掛金・買掛金について為替予約取

引を行っております。

  また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行っております。

①取引の内容及び利用目的等

同左

②取引に対する取組方針

  為替予約取引は輸出入取引に係る為替リスクに備え

るため、外貨建売掛金・買掛金について行っており、

投機目的のための取引は行っておりません。

  また、現在、変動金利を固定金利に変換する目的で

金利スワップ取引を行っており、投機目的のための取

引は行っておりません。

②取引に対する取組方針

同左

③取引に係るリスクの内容

  通貨関連における為替予約取引は為替の変動による

リスクを有しております。

  金利関連における金利スワップ取引においては、市

場金利の変動によるリスクを有しております。

  通貨関連及び金利関連とも契約先は、いずれも、信

用度の高い銀行であり、信用リスクはないと判断して

おります。

③取引に係るリスクの内容

同左

④取引に係るリスク管理体制

  為替予約取引は為替予約管理規定に基づき承認実行

され、その管理は為替管理委員会を設けて行っており

ます。

  また、金利スワップ契約の締結は、取締役会で決定

しております。

④取引に係るリスク管理体制

  為替予約取引は外国為替管理規程に基づき承認実行

され、その管理は為替管理委員会を設けて行っており

ます。

  また、金利スワップ契約の締結は、取締役会で決定

しております。

対象物の種類 取引の種類

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 当連結会計年度末(平成19年３月31日)

契約額等 
(百万円)

契約額等
のうち 
一年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等 
のうち 
一年超 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

通貨 為替予約取引

 売建

  米ドル 1,043 ― 1,039 3 846 ― 842 3

  ユーロ 271 ― 276 △4 426 ― 431 △5

合計 1,315 ― 1,316 △1 1,272 ― 1,274 △1



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制

度及び退職一時金制度を設けております。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

  厚生年金基金 昭和45年10月１日に厚生年金基金を

設立し、厚生年金基金制度を採用し

ております。

         なお、平成３年４月１日より従来の

退職金制度の基本部分を厚生年金基

金制度へ移行しております。

  退職金制度  退職金支給規定に基づく退職一時金

制度を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

百万円

イ 退職給付債務 △28,711

ロ 年金資産 14,284

ハ 未積立退職給付債務 

  (イ＋ロ)
△14,426

ニ 未認識数理計算上の差異 2,724

ホ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額)

―

ヘ 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ)

△11,702

ト 前払年金費用 ―

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △11,702

 (注)  厚生年金基金の代行部分を含めて記載し

ております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

百万円

イ 退職給付債務 △29,278

ロ 年金資産 15,329

ハ 未積立退職給付債務 

  (イ＋ロ)
△13,949

ニ 未認識数理計算上の差異 2,102

ホ 未認識過去勤務債務
  (債務の減額)

―

ヘ 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ)

△11,847

ト 前払年金費用 ―

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △11,847

 (注)  厚生年金基金の代行部分を含めて記載し

ております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

百万円

イ 勤務費用(注) 654

ロ 利息費用 653

ハ 期待運用収益 △448

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 608

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △176

ヘ 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

1,290

 (注)  厚生年金基金に対する従業員拠出額を控

除しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

百万円

イ 勤務費用(注) 639

ロ 利息費用 661

ハ 期待運用収益 △714

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 689

ホ 過去勤務債務の費用処理額 ―

ヘ 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

1,276

 (注)  厚生年金基金に対する従業員拠出額を控

除しております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額 
  の期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率 2.3％

ハ 期待運用収益率 4.0％

ニ 数理計算上の 
  差異の処理年数

13年(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一
定年数による定額法によ
り、翌連結会計年度から
費用処理することとして
おります。)

ホ 過去勤務債務の 
  処理年数

５年(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一
定年数による定額法によ
り費用処理しておりま
す。)  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額
  の期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率  2.3％

ハ 期待運用収益率  5.0％

ニ 数理計算上の
  差異の処理年数

10年(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一
定年数による定額法によ
り、翌連結会計年度から
費用処理することとして
おります。)

ホ 過去勤務債務の
  処理年数

   ────



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

  

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 たな卸資産評価損損金不算入額 1,088百万円

 賞与引当金 198

 支払利息損金不算入額 158

 退職給付引当金損金
 算入限度超過額

4,762

 繰越欠損金 4,799

 その他 241

 繰延税金資産小計 11,249

 評価性引当額 △11,207

繰延税金資産合計 42

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △704

 その他 △42

繰延税金負債合計 △746

繰延税金資産(負債)の純額 △704

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損 878百万円

賞与引当金 181

支払利息損金不算入額 159

退職給付引当金 4,821

繰越欠損金 4,813

その他 250

繰延税金資産小計 11,105

評価性引当額 △11,066

繰延税金資産合計 38

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △513

その他 △38

繰延税金負債合計 △552

繰延税金資産(負債)の純額 △513

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  当連結会計年度については税金等調整前当期純損
 失を計上したため、記載を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   同左
 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループの事業区分は、情報通信機器の単一セグメントとしております。 

このため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループの事業区分は、情報通信機器の単一セグメントとしております。 

このため、記載を省略しております。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

日本 
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

30,432 4,578 2,220 37,231 ― 37,231

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

3,182 18 40 3,242 (3,242) ―

計 33,615 4,597 2,260 40,474 (3,242) 37,231

  営業費用 32,638 4,471 2,205 39,315 (1,899) 37,416

  営業利益又は 
  営業損失（△）

977 126 55 1,158 (1,343) △184

Ⅱ 資産 27,908 3,302 2,536 33,746 1,507 35,254



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 前連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,393百万円であり、そ

の主なものは当社での余資運用資金(定期預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等で

あります。 

当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,335百万円であり、そ

の主なものは当社での余資運用資金(定期預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等で

あります。 

前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は1,408百万円であ

り、当社業務本部の総務部門等管理部門及び基礎的研究開発に係る費用であります。 

当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は1,419百万円であ

り、当社業務本部の総務部門等管理部門及び基礎的研究開発に係る費用であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法 

    地理的近接度によっております。 

 (2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

    北米   ………米国、カナダ 

    ヨーロッパ………イギリス、ドイツ 

  

日本 
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

28,048 4,570 2,008 34,626 ― 34,626

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

3,200 12 48 3,262 (3,262) ―

計 31,249 4,583 2,056 37,889 (3,262) 34,626

  営業費用 30,263 4,526 2,046 36,835 (1,966) 34,869

  営業利益又は 
  営業損失（△）

985 57 10 1,053 (1,295) △242

Ⅱ 資産 28,758 3,635 2,544 34,938 (771) 34,167



【海外売上高】 

海外売上高及び連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります。 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法 

    地理的近接度によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域 

    北米    ………米国、カナダ 

    ヨーロッパ ………イギリス、ドイツ 

    その他の地域………韓国、中国 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,582 2,229 2,236 9,048

Ⅱ 連結売上高(百万円) 37,231

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

12.3 6.0 6.0 24.3

北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,570 2,032 1,748 8,350

Ⅱ 連結売上高(百万円) 34,626

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

13.2 5.9 5.0 24.1



(１株当たり情報) 

  

 
（注）算定上の基礎 

１ １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 175円70銭 169円42銭

１株当たり当期純損失 3円43銭 2円07銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、潜在株式
が存在しないため、記載しておりま
せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、潜在株式
が存在しないため、記載しておりま
せん。

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純損失（百万円） 199 120

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（百万円） 199 120

普通株式の期中平均株式数（千株） 58,147 58,119

項目
前連結会計年度

（平成18年３月31日）
当連結会計年度

（平成19年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） ― 9,844

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円）
― ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） ― 9,844

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
― 58,103



⑥ 【連結附属明細表】 

  

【社債明細表】 

 
(注) １ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

 
２ 当期末残高の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。 

  

  

【借入金等明細表】 

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

池上通信機（株） 第１回無担保社債
平成18年 
３月28日

500
  400

    (100)
年

0.65
なし

平成23年
３月28日

合計 ― ― 500
 400
(100)

― ― ―

１年以内 
(百万円)

1年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

100 100 100 100 ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 1,250 1,250 1.88 ―

１年以内に返済予定の 
長期借入金

624 723 2.41 ―

長期借入金(１年以内に 
返済予定のものを除く。)

1,113 804 1.94 平成38年３月

合計 2,988 2,778 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 563 102 102 26



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,486 4,477

 ２ 受取手形 331 269

 ３ 売掛金 ※１ 10,965 11,151

 ４ 製品 939 941

 ５ 原材料 837 900

 ６ 仕掛品 4,159 4,441

 ７ 前渡金 ― 47

 ８ 前払費用 82 45

 ９ 未収入金 162 137

 10 その他 55 20

   貸倒引当金 △10 △2

   流動資産合計 23,011 65.2 22,429 65.8

Ⅱ 固定資産

 １  有形固定資産

  (1) 建物 ※２ 3,650 3,651

    減価償却累計額 △2,879 770 △2,923 727

  (2) 機械及び装置 6,658 6,606

    減価償却累計額 △6,005 652 △5,966 640

  (3) 車両及び運搬具 12 10

    減価償却累計額 △11 0 △10 0

  (4) 工具、器具及び備品 5,050 5,064

    減価償却累計額 △4,247 802 △4,263 800

  (5) 土地 ※２ 2,936 2,936

  (6) 建設仮勘定 173 41

   有形固定資産合計 5,336 15.1 5,148 15.1

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 57 51

  (2) その他 29 29

   無形固定資産合計 87 0.2 80 0.2



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 2,496 2,041

  (2) 関係会社株式 2,544 2,544

  (3) 関係会社出資金 81 81

  (4) 従業員長期貸付金 40 23

  (5) 関係会社長期貸付金 1,463 1,495

  (6) 破産債権、再生債権、 
    更生債権その他 
    これらに準ずる債権

0 2

  (7) 保証金及び敷金 91 80

  (8) その他 169 189

    貸倒引当金 △21 △22

   投資その他の資産合計 6,866 19.5 6,434 18.9

   固定資産合計 12,290 34.8 11,663 34.2

   資産合計 35,302 100.0 34,093 100.0



   
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※９ 3,386 3,423

 ２ 買掛金 3,430 2,876

 ３ 短期借入金 ※２ 1,250 1,250

 ４ １年以内返済予定の長期 
   借入金

※２
※10

624 723

 ５ １年以内償還予定の社債 100 100

 ６ 未払金 296 325

 ７ 未払費用 185 314

 ８ 未払法人税等 54 42

 ９ 前受金 143 149

 10 預り金 35 84

 11 賞与引当金 488 444

 12 その他 ※９ 259 319

   流動負債合計 10,256 29.0 10,053 29.5

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 400 300

 ２ 長期借入金
※２
※10

1,113 804

 ３ 繰延税金負債 704 513

 ４ 退職給付引当金 11,702 11,847

 ５ 役員退職慰労金引当金 191 206

   固定負債合計 14,111 40.0 13,672 40.1

   負債合計 24,367 69.0 23,725 69.6



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 8,791 24.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 116 ―

   資本剰余金合計 116 0.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 1,027 ―

   利益剰余金合計 1,027 2.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,025 2.9 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４ △26 △0.0 ― ―

   資本合計 10,934 31.0 ― ―

   負債及び資本合計 35,302 100.0 ― ―

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 8,791 25.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 116

    資本剰余金合計 ― ― 116 0.3

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 743

    利益剰余金合計 ― ― 743 2.2

 ４ 自己株式 ― ― △32 △0.1

   株主資本合計 ― ― 9,618 28.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 748 2.2

   評価・換算差額等合計 ― ― 748 2.2

   純資産合計 ― ― 10,367 30.4

   負債純資産合計 ― ― 34,093 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 33,615 100.0 31,249 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 850 939

 ２ 当期製品製造原価 ※２ 28,909 26,035

    合計 29,760 26,975

 ３ 他勘定へ振替高 ※１ 6 3

 ４ 製品期末たな卸高 939 28,814 85.7 941 26,030 83.3

   売上総利益 4,801 14.3 5,218 16.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※２
※３

5,232 15.6 5,652 18.1

   営業損失（△） △431 △1.3 △433 △1.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※４ 23 32

 ２ 受取配当金 19 27

 ３ 為替差益 78 142

 ４ 不動産賃貸収入 ※４ 43 44

 ５ 雑収入 44 208 0.6 39 286 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 70 63

 ２ 雑損失 44 115 0.3 28 92 0.3

   経常損失（△） △337 △1.0 △239 △0.8

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ※５ 117 ―

 ２ 固定資産売却益 ※６ ― 1

 ３ 役員退職慰労金引当金戻 
   入益

28 ―

 ４ 貸倒引当金戻入益 ― 145 0.4 6 7 0.0



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※７ 156 30

 ２ 投資有価証券評価損 1 ―

 ３ その他 1 158 0.4 ― 30 0.1

   税引前当期純損失（△） △350 △1.0 △262 △0.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

27 0.1 21 0.0

   当期純損失（△） △378 △1.1 △283 △0.9

   前期繰越利益 1,405

   当期未処分利益 1,027



製造原価明細書 

  

 
  

(脚注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 16,767 56.4 15,258 56.8

Ⅱ 労務費 5,461 18.4 6,149 22.9

Ⅲ 経費 7,500 25.2 5,456 20.3

  (うち外注加工費) (4,938) (16.6) (3,856) (14.4)

  (うち減価償却費) (334) (1.1) (314) (1.2)

  当期総製造費用 29,729 100.0 26,865 100.0

  仕掛品期首たな卸高 4,009 4,159

合計 33,738 31,024

  他勘定へ振替高 ※１ 669 547

  仕掛品期末たな卸高 4,159 4,441

  当期製品製造原価 28,909 26,035

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 226百万円

(うち研究開発費) (204)

営業外費用 18

有形固定資産 424

合計 669

 
 

※１ 他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 409百万円

(うち研究開発費) (393)

営業外費用 20

有形固定資産 117

合計 547

 

 ２ 原価計算の方法

   原価計算の方法は、実際個別原価計算によってお

ります。

 ２ 原価計算の方法

同左



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は、株主総会承認日であります。 

  

④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,027

Ⅱ 利益処分額 ― ―

Ⅲ 次期繰越利益 1,027

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計資本金

資本準備金
資本剰余金 

合計

その他利益 

剰余金 利益剰余金
合計繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 8,791 116 116 1,027 1,027 △26 9,908

事業年度中の変動額

 当期純損失 △283 △283 △283

 自己株式の取得 △5 △5

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― △283 △283 △5 △289

平成19年３月31日残高(百万円) 8,791 116 116 743 743 △32 9,618

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,025 1,025 10,934

事業年度中の変動額

 当期純損失 △283

 自己株式の取得 △5

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△277 △277 △277

事業年度中の変動額合計(百万円) △277 △277 △566

平成19年３月31日残高(百万円) 748 748 10,367



重要な会計方針 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式……………総平均法による

原価法

その他有価証券

子会社株式……………同左 

 

その他有価証券

 時価のあるもの……決算日の市場価

格等に基づく時

価法(評価差額

は全部資本直入

法により処理

し、売却原価は

総平均法)

 時価のあるもの……期末日の市場価

格等に基づく時

価法(評価差額

は全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は

総平均法)

 時価のないもの……総平均法による

原価法

 時価のないもの……同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品・仕掛品……個別法による原価法

によっております。

同左

原材料…………… 終仕入原価法によ

る原価法によってお

ります。

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産……定率法 

建物(建物附属設備を除く)は、平成10

年４月１日以降に取得したものについ

ては、定額法を採用しております。

有形固定資産……定率法 

建物(建物附属設備を除く)は、平成10

年４月１日以降に取得したものについ

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物        2年～45年 

 機械及び装置    2年～11年 

 工具、器具及び備品 2年～20年

無形固定資産……定額法

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。

無形固定資産……同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

同左

 (2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるた

め、支給見込額を計上しております。

従業員に対する賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当期期間対応額

を計上しております。



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定年数

(５年)による定額法により費用処理し

ております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数(13年)による定額法により、翌事業

年度から費用処理することとしており

ます。

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数(10年)による定額法により、翌事業

年度から費用処理することとしており

ます。 

従業員の平均残存勤務期間を見直した

結果、当事業年度より数理計算上の差

異の処理年数を従来の13年から10年に

変更しております。 

この変更により、営業損失、経常損失

及び税引前当期純損失はそれぞれ228

百万円増加しております。

 (4) 役員退職慰労金引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金支給規定に基づき

算出した期末要支給額を計上しており

ます。

同左

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６ ヘッジ会計の方法

 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジ

会計の方法

 

為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務について振当処理を行って

おります。また、特例処理の要件を

満たしている金利スワップについて

は特例処理によっております。

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

a.ヘッジ手段…為替予約取引

 ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

b.ヘッジ手段…金利スワップ

 ヘッジ対象…借入金の利息

同左

 (3) ヘッジ方針 内部規定に基づき、外貨建金銭債権債

務の為替変動リスクを回避する目的で

行っております。また、金利変動リス

クを回避する目的で行っております。

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方

法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要

な条件が同一であり、かつヘッジ開始

時及びその後も継続して、キャッシ

ュ・フロー変動を完全に相殺するもの

と想定することができるため、ヘッジ

有効性の評価は省略しております。ま

た、特例処理によっている金利スワッ

プについても、有効性の評価を省略し

ております。

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要

な条件が同一であり、かつヘッジ開始

時及びその後も継続して、キャッシ

ュ・フロー変動を完全に相殺するもの

と想定することができるため、ヘッジ

有効性の判定は省略しております。ま

た、特例処理によっている金利スワッ

プについても、有効性の評価を省略し

ております。

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

同左



会計方針の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日)）及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

────

 

──── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は10,367百

万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。

 売掛金 1,807百万円

※１ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。

売掛金 2,053百万円

 

※２ 担保資産

 建物 224百万円

 土地 1,128

 計 1,352

 
 

※２ 担保資産

 建物 206百万円

 土地 1,128

 計 1,335

 

   上記に対応する債務額

 短期借入金 1,170百万円

 １年以内返済の 
 長期借入金

220

 長期借入金 280

 

   上記に対応する債務額

 短期借入金 1,170百万円

１年以内返済予定
 の長期借入金

240

長期借入金 60

 割引手形 690

※３ 会社の発行する株式の総数は普通株式200,000千

株 で あ り、発 行 済 株 式 の 総 数 は 普 通 株 式

58,285,468株であります。

※３        ────

※４ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式

   155,126株であります。

※４        ────

   

   

 ５ 偶発債務

   債務保証

   次のとおり、金融機関からの借入等に対して保証

を行っております。

被保証人 保証額(百万円)

イケガミ エレクトロニ
クス(ヨーロッパ)ゲー．
エム．ベー．ハー

119
(681千ユーロ)
(108千英ポンド)

㈱テクノイケガミ 100 ―

 ５ 偶発債務

   債務保証

   次のとおり、金融機関からの借入等に対して保証

を行っております。

被保証人 保証額(百万円)

イケガミ エレクトロニ
クス(ヨーロッパ)ゲー．
エム．ベー．ハー

107
(453千ユーロ)
(155千英ポンド)

㈱テクノイケガミ 100 ―

 ６ 受取手形割引残高 1,353百万円

   輸出手形割引残高 4

 ６ 受取手形割引残高 1,602百万円

   輸出手形割引残高 28

 ７ 平成15年6月27日開催の定時株主総会において、 

下記の欠損てん補を行っております。

 資本準備金 10,664百万円

 利益準備金 1,033

 計 11,697

 ７        ────

 ８ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、

   1,025百万円であります。

 ８        ────

  

 



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※９        ────

 

 

 

 

※９ 期末日満期手形       

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。なお、当事

業年度の末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

支払手形 773百万円

流動負債（その他） 7

（設備関係支払手形）

※10        ────

 

 

 

 

※10 当社は、株式会社横浜銀行を主幹事とする６行 

によるシンジケートローン契約を締結しており 

ますが、当事業年度終了時点（平成19年３月31 

日）において、財務制限条項に抵触している状 

況でありましたが、エージェント等を含め各金 

融機関の合意を平成19年６月18日付で得られ、 

期限の利益喪失の権利行使をしない旨通知を受 

領致しました。 

なお、平成19年３月31日現在のシンジケートロ 

ーンの借入残高は８億円であり、内訳は1年以内 

返済予定の長期借入金２億円、長期借入金６億 

円であります。       



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 他勘定へ振替高の内訳は、次のとおりでありま

す。

 販売費及び一般管理費 3百万円

 有形固定資産 2

 その他 0

 計 6
 

※１ 他勘定へ振替高の内訳は、次のとおりでありま

す。

販売費及び一般管理費 1百万円

有形固定資産 0

その他 0

計 3

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開
   発費は、1,742百万円であります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開 
   発費は、1,897百万円であります。      

※３ 販売費及び一般管理費

   販売費に属する費用のおおよその割合は66％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

   34％であります。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

 運賃荷造費 335百万円

 広告宣伝費 213

 給料手当 1,689

 賞与引当金繰入額 141

 退職給付費用 381

 役員退職慰労金引当金
 繰入額

14

 減価償却費 129

 研究開発費 398

 賃借料 157

 諸手数料 338

※３ 販売費及び一般管理費

   販売費に属する費用のおおよその割合は64％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

   36％であります。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

運賃荷造費 277百万円

広告宣伝費 239

給料手当 1,768

賞与引当金繰入額 136

退職給付費用 388

役員退職慰労金引当金
繰入額

15

減価償却費 210

研究開発費 586

賃借料 165

諸手数料 448

 

※４ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。

 受取利息 20百万円

 不動産賃貸収入 37
 

※４ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。

受取利息 27百万円

不動産賃貸収入 37

 

※５ 前期損益修正益は次のとおりであります。

 過年度経費の戻入額 117百万円

※５         ────   

※６       ────

 

※６ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

工具、器具及び備品 0百万円

土地 0

計 1

 

※７ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

 機械及び装置 145百万円

 工具、器具及び備品 10

 その他 0

 計 156
 

※７ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置 11百万円

工具、器具及び備品 16

その他 1

計 30



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    26,459株 

  

  

(リース取引関係) 

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 155,126 26,459 ― 181,585

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

280 211 68

工具、器具 
及び備品

525 259 266

その他 266 91 175

合計 1,072 562 510

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械及び
装置

224 74 150

工具、器具
及び備品

464 265 198

その他 256 125 131

合計 945 465 479

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額      

１年内 191百万円

１年超 326

合計 518

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額      

１年内 190百万円

１年超 297

合計 487

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 230百万円

減価償却費相当額 221

支払利息相当額 9

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 201百万円

減価償却費相当額 192

支払利息相当額 10

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左 

            

 

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

（減損損失について）

           同左



(有価証券関係) 

 前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

 当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

  たな卸資産評価損損金不算入額 713百万円

  賞与引当金 198

  退職給付引当金損金算入限度 
  超過額

4,762

  関係会社出資金評価損損金 
  不算入額

1,385

  繰越欠損金 2,819

  その他 205

  繰延税金資産小計 10,086

  評価性引当額 △10,079

 繰延税金資産合計 6

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 △704

  その他 △6

 繰延税金負債合計 △710

 繰延税金資産(負債)の純額 △704

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 たな卸資産評価損 600百万円

 賞与引当金 181

 退職給付引当金 4,821

 関係会社出資金評価損損金
  不算入額

1,385

 繰越欠損金 2,974

 その他 215

 繰延税金資産小計 10,179

 評価性引当額 △10,174

繰延税金資産合計 4

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △513

 その他 △4

繰延税金負債合計 △518

繰延税金資産(負債)の純額 △513

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  当事業年度については税引前当期純損失を計上し
 たため、記載を省略しております。
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

                   同左



(１株当たり情報) 

  

 
  

（注）１ １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

   ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 188円10銭 178円43銭

１株当たり当期純損失 6円50銭     4円89銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純損失（百万円） 378 283

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（百万円） 378 283

普通株式の期中平均株式数（千株） 58,147 58,119

項目
前事業年度

(平成18年３月31日）
当事業年度

(平成19年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） ― 10,367

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円）
― ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） ― 10,367

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
― 58,103



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 690 918

㈱三井住友フィナンシャルグループ 260 278

三井住友海上火災保険㈱ 134,686 199

㈱みずほフィナンシャルグループ 260 197

㈱横浜銀行 134,051 117

㈱国際メディアコーポレーション 2,000 100

㈱日本航空 98,727 24

東亜ディーケーケー㈱ 69,778 21

㈱日立製作所 12,942 11

その他 671,116 99

計 1,124,511 1,969

種類及び銘柄 投資口数(口)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 投資信託受益証券（４銘柄） 17,637,600 71

計 17,637,600 71



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 無形固定資産については、資産総額の１％以下のため、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少 

     額」の記載を省略しております。 

  

  

【引当金明細表】 

  

 
（注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額11百万円及び債権回収に伴う 

 取崩額0百万円であります。 

  

    

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 3,650 27 27 3,651 2,923 68 727

 機械及び装置 6,658 162 213 6,606 5,966 162 640

 車両及び運搬具 12 ― 1 10 10 ― 0

 工具、器具及び 
 備品

5,050 304 290 5,064 4,263 288 800

 土地 2,936 ― 0 2,936 ― ― 2,936

 建設仮勘定 173 46 178 41 ― ― 41

有形固定資産計 18,481 540 710 18,311 13,163 519 5,148

無形固定資産

 ソフトウェア ― ― ― 103 51 18 51

 その他 ― ― ― 33 4 0 29

無形固定資産計 ― ― ― 136 55 19 80

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 31 5 0 11 25

賞与引当金 488 444 488 ― 444

役員退職慰労金引当金 191 15 ― ― 206



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

流動資産 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 現金
預金

合計
当座預金 普通預金 通知預金 定期預金 別段預金 計

金額(百万円) 12 1,272 89 1,200 1,900 2 4,464 4,477

相手先 金額(百万円)

日本テレビ放送網㈱ 110

興和㈱ 62

安達㈱ 27

轟産業㈱ 12

㈱ジャムコ 10

その他 45

合計 269

期日
平成19 
年４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月以降 合計

金額(百万円) ― 0 23 99 143 2 269



③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)回収及び滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

④ たな卸資産 

  

 
  

固定資産 

投資その他の資産 

① 関係会社株式 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

イケガミ エレクトロニクス(ユー．エス．エイ．) 
インコーポレーテッド

1,457

イケガミ エレクトロニクス(ヨーロッパ) 
ゲー．エム．ベー．ハー

525

名古屋市 451

山口総業㈱ 355

日本放送協会 333

その他 8,027

合計 11,151

期首残高 
(百万円) 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ)

当期回収高 
(百万円) 
(Ｃ)

期末残高
(百万円) 
(Ｄ)

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(月)

((Ａ)＋(Ｄ))÷２
(Ｂ)÷12

10,965 32,575 32,389 11,151 74.4 4.07

事業所 内容
製品

(百万円)
原材料
(百万円)

仕掛品 
(百万円)

合計 
(百万円)

池上工場 情報通信機器 157 570 1,568 2,297

湘南工場 情報通信機器 41 153 2,108 2,303

宇都宮工場 情報通信機器 742 175 764 1,682

その他 情報通信機器 0 ― 0 0

合計 941 900 4,441 6,283

銘柄 金額(百万円)

イケガミ エレクトロニクス(ユー．エス．エイ．) 
インコーポレーテッド

2,407

その他 137

合計 2,544



負債の部 

流動負債 

① 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

② 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

固定負債 

① 退職給付引当金 

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

川商セミコンダクター㈱ 165

アヴネットジャパン㈱ 130

京成自動車工業㈱ 120

フジノン㈱ 117

㈱エー・ディーデバイス 105

その他 2,784

合計 3,423

期日 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 合計

金額(百万円) 773 838 618 553 638 3,423

相手先 金額(百万円)

㈱テクノイケガミ 192

船井電機㈱ 112

日本電気㈱ 107

日本航空電子工業㈱ 105

アビットテクノロジー㈱ 99

その他 2,258

合計 2,876

区分 金額(百万円)

未積立退職給付債務 13,949

未認識数理計算上の差異 △2,102

合計 11,847



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）当会社の株主（実質株主を含む。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

することができない。 

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
  三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
  三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店営業所

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 
 

株券１枚につき 50円 
ただし印紙税は請求者負担

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 10,000円 

  株券登録料 １枚につき   500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
  三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
  三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店営業所

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をするこができな
い場合は、東京都において発行する日本経済新聞に掲載して行います。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。 
  http：//www.ikegami.co.jp/ir/koukoku/

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社には、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書     事業年度  自 平成17年４月１日  平成18年６月29日 
   及びその添付書類   （第65期）  至 平成18年３月31日  関東財務局長に提出。 

  

(2) 半期報告書     （第66期中） 自 平成18年４月１日  平成18年12月15日 
                    至 平成18年９月30日  関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

池上通信機株式会社                             平成18年６月29日  

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている池上通信機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、池上通信機株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 

  

 監査法人 保森会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  矢  部     豊  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  村 上  貴 美 夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

池上通信機株式会社                              平成19年６月28日  

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている池上通信機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、池上通信機株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 

  

 監査法人 保森会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  矢  部     豊  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  村 上  貴 美 夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

池上通信機株式会社                              平成18年６月29日 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている池上通信機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第65期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、池上通信機株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

 監査法人 保森会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  矢  部     豊  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  村 上  貴 美 夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

池上通信機株式会社                              平成19年６月28日 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている池上通信機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第66期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、池上通信機株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

 監査法人 保森会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  矢  部     豊  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  村 上  貴 美 夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)所有者別状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(8)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結株主資本等変動計算書
	⑤連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑥連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④株主資本等変動計算書
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	その他
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/82
	pageform2: 2/82
	form1: EDINET提出書類  2007/06/29 提出
	form2: 池上通信機株式会社(352065)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/82
	pageform4: 4/82
	pageform5: 5/82
	pageform6: 6/82
	pageform7: 7/82
	pageform8: 8/82
	pageform9: 9/82
	pageform10: 10/82
	pageform11: 11/82
	pageform12: 12/82
	pageform13: 13/82
	pageform14: 14/82
	pageform15: 15/82
	pageform16: 16/82
	pageform17: 17/82
	pageform18: 18/82
	pageform19: 19/82
	pageform20: 20/82
	pageform21: 21/82
	pageform22: 22/82
	pageform23: 23/82
	pageform24: 24/82
	pageform25: 25/82
	pageform26: 26/82
	pageform27: 27/82
	pageform28: 28/82
	pageform29: 29/82
	pageform30: 30/82
	pageform31: 31/82
	pageform32: 32/82
	pageform33: 33/82
	pageform34: 34/82
	pageform35: 35/82
	pageform36: 36/82
	pageform37: 37/82
	pageform38: 38/82
	pageform39: 39/82
	pageform40: 40/82
	pageform41: 41/82
	pageform42: 42/82
	pageform43: 43/82
	pageform44: 44/82
	pageform45: 45/82
	pageform46: 46/82
	pageform47: 47/82
	pageform48: 48/82
	pageform49: 49/82
	pageform50: 50/82
	pageform51: 51/82
	pageform52: 52/82
	pageform53: 53/82
	pageform54: 54/82
	pageform55: 55/82
	pageform56: 56/82
	pageform57: 57/82
	pageform58: 58/82
	pageform59: 59/82
	pageform60: 60/82
	pageform61: 61/82
	pageform62: 62/82
	pageform63: 63/82
	pageform64: 64/82
	pageform65: 65/82
	pageform66: 66/82
	pageform67: 67/82
	pageform68: 68/82
	pageform69: 69/82
	pageform70: 70/82
	pageform71: 71/82
	pageform72: 72/82
	pageform73: 73/82
	pageform74: 74/82
	pageform75: 75/82
	pageform76: 76/82
	pageform77: 77/82
	pageform78: 78/82
	pageform79: 79/82
	pageform80: 80/82
	pageform81: 81/82
	pageform82: 82/82


